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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年５月期第３四半期 14,980 － △217 － △80 － △185 －

2021年５月期第３四半期 14,207 22.7 △398 － △206 － △248 －

（注）包括利益 2022年５月期第３四半期 △205百万円（－％） 2021年５月期第３四半期 △193百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年５月期第３四半期 △11.70 －

2021年５月期第３四半期 △17.12 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年５月期第３四半期 37,102 24,231 65.3

2021年５月期 37,513 25,497 68.0

（参考）自己資本 2022年５月期第３四半期 24,224百万円 2021年５月期 25,490百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年５月期 － 0.00 － 35.00 35.00

2022年５月期 － 0.00 －

2022年５月期（予想） 40.00 40.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無

１．2022年５月期第３四半期の連結業績（2021年６月１日～2022年２月28日）

（注）１　2020年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

２　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首
から適用しており、2022年５月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値と
なっており、対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しており、2022年５月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

２．配当の状況



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 35,000 － 3,900 － 4,100 － 2,800 － 177.13

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年５月期３Ｑ 16,078,920株 2021年５月期 16,078,920株

②  期末自己株式数 2022年５月期３Ｑ 467,324株 2021年５月期 158,502株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年５月期３Ｑ 15,866,516株 2021年５月期３Ｑ 14,534,204株

３．2022年５月期の連結業績予想（2021年６月１日～2022年５月31日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しており、上記の連結業績予想については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前期増減率は記載
しておりません。

※  注記事項

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(注)詳細は、添付資料８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）１　2020年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「期中平均株式数」を算定しております。

２　当社及び連結子会社は信託による株式報酬制度を導入しており、期末自己株式数には、当該信託が所
有する当社株式（2022年５月期３Ｑ 466,697株、2021年５月期 158,120株）が含まれております。ま
た、当該信託が所有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており
ます（2022年５月期３Ｑ 211,869株、2021年５月期３Ｑ 164,562株）。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対するワクチン接種の進展や各

種政策の効果等もあり、一時持ち直しの動きもありましたが、変異株の発生による感染再拡大に伴うまん延防止等

重点措置の再発令や資源価格の高騰などもあり、依然として先行きには不透明感が残る状況が続いております。

当連結グループの属する建設コンサルタント業界においては、新型コロナウイルス感染症の影響も限定的であ

り、また、公共事業関係費が今後も数年に亘って比較的堅調に推移する見通しであること等から、グループにとっ

ては引続き好調な市場機会が見込まれる状況が続いております。

このような状況の中、当連結グループは、2021年度をスタート年とする「第５次中期経営計画（2021年度～2024

年度）」を策定し、「環境」「防災・保全」「行政支援」という当連結グループにおけるマネジメント力・技術力

の３つのコア・コンピタンスをベースに、ＥＳＧ経営の概念を根底に取り入れながら、「①既存事業強化とサービ

ス領域の拡充、②多様化するニーズへの対応力強化、③環境変化に柔軟に対応できる経営基盤の構築」という３つ

の基本方針を掲げ、従前と同様に新型コロナウイルス感染症拡大防止に意を払いつつ、基本方針に基づく下記の課

題へ取り組みながら、事業拡大に努めております。

①新たな６つの重点分野（自然災害・リスク軽減分野、インフラメンテナンス分野、デジタルインフラソリュー

ション分野、環境・エネルギー分野、都市・地域再生分野、公共マネジメント分野）の技術の高度化と融合に

より、既存事業の強化を図りつつ他社との差別化を図る。

②未来型社会インフラ創造領域への事業展開を見据えながら、次世代基幹技術の開発を促進する。

③ウィズコロナ・アフターコロナにおける、働き方改革とバリューチェーン改革を促進する。

④優秀な人材の確保や育成を図るための取組みを推進する。

⑤リスク管理とグループガバナンスを強化する。

この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、受注高207億74百万円（前年同期比88.0％）となりました

が、期首の繰越業務量が前期比で31億98百万円増加していたこと等から、手持ち業務の消化を優先することとし選

別受注に努めました。なお、当第３四半期連結累計期間の受注残高は前年同期比98.8％であることから、前年同期

実績は下回ったものの概ね計画の範囲内で推移しております。

また、生産高は前年同期に比べ13億60百万円増加し、売上高は前年同期に比べ７億72百万円増加の149億80百万

円となりました。一方、損益面においては、営業損失２億17百万円（前年同期は営業損失３億98百万円）、経常損

失80百万円（同 経常損失２億６百万円）となり、親会社株主に帰属する四半期純損失１億85百万円（同 親会社株

主に帰属する四半期純損失２億48百万円）と損失額は減少しております。損失の要因は、受注の大半が官公需とい

う特性により、通常の営業の形態として、納期が年度末に集中するため、売上高が第４四半期連結会計期間に偏重

する傾向にあること、固定費や販売費及び一般管理費については月々ほぼ均等に発生することから、第３四半期連

結累計期間までは利益が上がりにくい事業形態となっているためであります。

なお、第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31

日）等を適用しているため、前年同期比等は参考値として記載しております。

また、当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、セ

グメント別の経営成績は記載しておりません。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ４億10百万円減少し、371億２百万円となり

ました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ９億34百万円減少し、255億46百万円となりました。これは主に、受取手

形、売掛金及び契約資産（前連結会計年度は受取手形及び売掛金）が12億84百万円、棚卸資産が64億28百万円、そ

の他に含まれている未収法人税等が４億５百万円、未収消費税等が６億42百万円、それぞれ増加した一方で、現金

及び預金が102億37百万円減少したことによるものであります。なお、当連結グループの業務の特性として、業務

の完成及び顧客からの入金が第４四半期連結会計期間に偏重する傾向にあります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ５億23百万円増加し、115億56百万円となりました。これは主に、投資有

価証券が77百万円、繰延税金資産が２億85百万円、投資その他の資産のその他に含まれている差入保証金が１億10

百万円、それぞれ増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比べ８億55百万円増加し、128億71百万円となりま

した。これは主に、未払法人税等が10億15百万円、流動負債のその他に含まれている未払金が８億36百万円、未払

費用が16億91百万円、それぞれ減少した一方で、運転資金の外部調達により短期借入金が40億円、賞与引当金が７

億９百万円、それぞれ増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ12億66百万円減少し、242億31百万円となり

ました。これは主に、当第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損益が１億85百万円の損失計上

となったこと、配当金５億62百万円を支払ったこと等により、利益剰余金が８億51百万円減少したこと、自己株式

の取得等により自己株式が３億87百万円増加（純資産への影響は減少）したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を主な事業内容としており、主要顧客である中央省庁及び地方

自治体への納期が年度末に集中し、売上高については主として顧客に成果品を納品した時点で収益を認識すること

としているため、売上高が第４四半期連結会計期間に偏重する季節的変動要因があります。

通期の業績予想については、当第３四半期連結累計期間の営業業績が通期の予想に対しほぼ順調に推移し、生産

高は258億71百万円（前年同期比105.5％）、受注残高は338億20百万円（同 98.8％）となっており、当連結グルー

プを取り巻く景況感も概ね想定の範囲内であることから、現時点では2021年７月13日に公表した業績予想数値から

の変更はありません。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,975 8,737

受取手形及び売掛金 3,748 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 5,032

棚卸資産 3,219 9,647

その他 541 2,133

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 26,480 25,546

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,416 2,360

土地 2,315 2,323

その他（純額） 522 612

有形固定資産合計 5,254 5,296

無形固定資産

のれん 987 893

その他 260 315

無形固定資産合計 1,248 1,209

投資その他の資産

投資有価証券 2,693 2,770

固定化営業債権 0 0

投資不動産（純額） 441 435

繰延税金資産 357 643

退職給付に係る資産 80 120

その他 1,082 1,206

貸倒引当金 △125 △126

投資その他の資産合計 4,529 5,051

固定資産合計 11,032 11,556

資産合計 37,513 37,102

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

負債の部

流動負債

業務未払金 834 1,176

短期借入金 － 4,000

１年内償還予定の社債 50 －

１年内返済予定の長期借入金 305 213

未払法人税等 1,120 104

未成業務受入金 4,034 －

契約負債 － 4,473

賞与引当金 － 709

役員賞与引当金 33 －

受注損失引当金 232 239

その他 4,111 863

流動負債合計 10,721 11,781

固定負債

長期借入金 572 411

繰延税金負債 53 39

退職給付に係る負債 357 288

役員株式給付引当金 52 68

従業員株式給付引当金 21 27

長期未払金 197 188

債務保証損失引当金 13 11

その他 26 54

固定負債合計 1,294 1,089

負債合計 12,015 12,871

純資産の部

株主資本

資本金 2,803 2,803

資本剰余金 4,387 4,379

利益剰余金 17,593 16,742

自己株式 △84 △471

株主資本合計 24,700 23,454

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 510 522

為替換算調整勘定 △0 △0

退職給付に係る調整累計額 280 248

その他の包括利益累計額合計 790 770

非支配株主持分 7 7

純資産合計 25,497 24,231

負債純資産合計 37,513 37,102
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年６月１日
　至　2021年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日

　至　2022年２月28日)

売上高 14,207 14,980

売上原価 9,511 9,907

売上総利益 4,695 5,073

販売費及び一般管理費 5,094 5,291

営業損失（△） △398 △217

営業外収益

受取利息 4 10

受取配当金 24 29

持分法による投資利益 163 66

不動産賃貸料 23 24

その他 56 59

営業外収益合計 272 190

営業外費用

支払利息 7 7

不動産賃貸費用 18 16

支払保証料 8 6

貸倒引当金繰入額 7 2

株式交付費 17 －

和解金 － 10

その他 20 10

営業外費用合計 79 53

経常損失（△） △206 △80

特別損失

固定資産除却損 12 1

投資有価証券評価損 9 －

投資有価証券売却損 4 －

特別損失合計 26 1

税金等調整前四半期純損失（△） △233 △82

法人税、住民税及び事業税 328 356

法人税等調整額 △313 △252

法人税等合計 15 103

四半期純損失（△） △248 △185

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △248 △185

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

- 6 -



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2020年６月１日
　至　2021年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日

　至　2022年２月28日)

四半期純損失（△） △248 △185

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 69 12

為替換算調整勘定 △0 △0

退職給付に係る調整額 △14 △32

その他の包括利益合計 54 △20

四半期包括利益 △193 △205

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △194 △206

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、従来、進捗部分について成果の確実性が認められる業務については業務進行基準を、その他の

業務については業務完成基準を採用しておりましたが、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約につい

ては、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、一定の期間にわたり収益を認識し、一時点で履行義務が充足さ

れる契約については、履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット

法）又は契約上の総出来高に対する実際出来高の割合（アウトプット法）によっております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ま

た、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前まで

に行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累

積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は２億82百万円、売上原価は１億47百万円それぞれ増加し、

営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ１億34百万円減少しております。また、利益剰

余金の当期首残高は１億２百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に、「流動

負債」に表示していた「未成業務受入金」は「契約負債」に含めて表示することとしております。なお、収益

認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組

替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

への影響はありません。
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（追加情報）

（株式報酬制度）

１．役員向け株式交付信託

当社は、2018年８月24日開催の第11回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会決議に基づき、当社

取締役（社外取締役を除きます。）及び一部の連結子会社の取締役（社外取締役を除きます。）のうち受

益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた取締役向け株式報酬制度（以下、「本制度」といいま

す。）を導入し、2021年８月27日開催の第14回定時株主総会及び連結子会社の定時株主総会において、本

制度の新規導入、継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７

日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、当社及び連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各取締役に対するポイント

の数に相当する数の当社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度であります。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末58

百万円、106,564株、当第３四半期連結会計期間末357百万円、344,292株であります。

２．従業員向け株式交付信託

当社は、2018年７月13日の取締役会決議に基づき一部の連結子会社の執行役員その他所定の職位を有す

る者のうち受益者要件を満たす者を対象に、当社株式を用いた従業員向け株式報酬制度（以下、「本制

度」といいます。）を導入し、2021年８月27日開催の当社の取締役会及び連結子会社の取締役会におい

て、本制度の継続並びに内容の一部改定について決議しております。（信託契約日　2018年12月７日）

なお、本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

（１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当

社株式を取得し、連結子会社が定める株式交付規程に基づいて、各従業員に対するポイントの数に相

当する数の当社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度であります。

なお、従業員が当社株式の交付を受ける時期は、原則として退職時であります。

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末24

百万円、51,556株、当第３四半期連結会計期間末112百万円、122,405株であります。

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う会計上の見積りに与える影響）

当第３四半期連結累計期間において、新たな追加情報の発生及び前連結会計年度の決算短信に記載した仮

定について重要な変更はありません。
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業務別
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年６月１日

至　2021年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2022年２月28日）

（参考）前連結会計年度
（自　2020年６月１日

至　2021年５月31日）

建設コンサルタント業務 21,352 22,266 30,343

調査業務 3,158 3,604 4,285

合計 24,511 25,871 34,628

業務別

前第３四半期連結累計期間
（自　2020年６月１日

至　2021年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2022年２月28日）

（参考）前連結会計年度
（自　2020年６月１日

至　2021年５月31日）

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

建設コンサルタント業務 20,662 30,551 17,763 29,937 32,125 24,589

調査業務 2,932 3,662 3,011 3,882 4,777 2,806

合計 23,594 34,214 20,774 33,820 36,902 27,396

業務別
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年６月１日

至　2021年２月28日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日

至　2022年２月28日）

（参考）前連結会計年度
（自　2020年６月１日

至　2021年５月31日）

建設コンサルタント業務 12,746 13,045 30,171

調査業務 1,461 1,934 4,162

合計 14,207 14,980 34,334

３．補足情報

生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

（単位：百万円）

（注）１　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の

数値となっております。

２　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しており、消費税等は含まれておりません。

② 受注実績

（単位：百万円）

（注）１　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間に係る受注残高については、当該会計基準等を適用した後

の数値となっております。この結果、受注残高の当期首残高は630百万円増加しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③ 販売実績

（単位：百万円）

（注）１　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の

数値となっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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